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使 用 者 側 

｢岡山県 耐火物産業｣最低賃金についての意見要旨 

 労働者団体から「岡山県耐火物産業」最低賃金改正の申出がなされておりますので、これに対する貴団体（事業所）の意

見及び当該産業の実態等をお聞かせください。 

 

１．貴団体あるいは事業所の名称等 

○ 名 称                    ○ 意見発表者 役職 氏名 

耐火物協会 中国四国支部             役職 西日本総務部長 

品川リフラクトリーズ株式会社西日本総務部      氏名 津 田 宏 幸 

 

２．賃金の動向 

・ 当業界の令和 7 年度の賃上げについては、定昇及び賃上げの企業が多いようですが、金額にはバラツキがあり、例年

通り企業間格差があります。これは会社規模の違いによるものです。 

・ 令和 7 年夏季の賞与についても賃上げ同様に一部若干増はあるものの、現状維持の企業もあり、金額差が発生してい

ます。 

 

３．上記産業別最低賃金が適用される業種の経済情勢及び今後の見通し 

・ 当期における我が国経済動向は、各国の通商政策等の影響を受けて、海外経済が減速し、国内企業の収益なども下押

しされるもと、緩和的な金融環境などが下支え要因として作用するものの、成長ベースは鈍化すると考えられます。 

・ 耐火物業界の最大の需要先である鉄鋼業界において、2024年度国内粗鋼生産量は 8,400万ｔ（前年比 3.4％減）、3年

連続の減少となっています。 

・ 理由は、人手不足などによる工事の減少・自動車の認証不正問題などによる販売量低下などに起因しています。 

・ 令和 7 年度鉄鋼需要見通しは、建設業界では人手不足・資材高の影響が続いている他、自動車をはじめとする製造業

の需要の低迷が見込まれます。 

・ またヨーロッパ並びに中東情勢の緊迫化による資源燃料価格の高止まり、中国経済、国内外金融政策の動向によるリ

スクを含んでおり先行き不透明感はぬぐえません。 

・ 一方、耐火物業界動向は最大の取引先である鉄鋼業界動向に左右されますが、日本鉄鋼連盟によると、国内粗鋼生産

量は 3年連続で前年割れ、1億トンを 6年連続で下回っており、国内需要の停滞で鉄鋼大手は生産集約を進めており、

業界を取り巻く環境は市場縮小との見方が強くなっております。 

・ 耐火物業界の長期的展望としては、耐火物使用技術の向上（不定形耐火物比率の増加や定形耐火物の品質向上）や特

に中国を中心とした輸入耐火物の増加により国内品耐火物の需要量は漸次減少傾向にあります。 

・ 耐火物原料は約 6 割が輸入品であり、そのうち 8 割以上を中国から輸入していますが、前述のとおり不景気・不動産

不況により、中国産原料価格の高騰は一服したものの依然高値を維持しています。 

・ 更に円安による原料費購入価格の大幅上昇、燃料費・電気代他購入資材の値上もあり、各社とも経営維持に苦慮する

状況です。 

・ 耐火物の販売価格については、原料高によるコストアップ分についての価格転嫁を進めているところですが、完全に

は転嫁できていないのが現状です。 

・ 当業界は数十年前から縮小が続いており、今後も廃業或いは生産設備の集約により、事業所数は漸次減少していくも

のと予想します。 

 

４．その他の特記事項（雇用情勢等） 

・ 企業を支える最も重要な要素は「人材」ですが、現在、多くの日本企業が人手不足に悩まされており、耐火物業界も

然りです。 

 ・ ただ当社を含め、当業界では過去に幾度となくリストラを実施した経験から、賃上げよりも雇用を守ることに重点を

置いた労務政策を常としています。 

・ 雇用情勢については少子化の進展及び各企業の採用枠の拡大により耐火物業界各社でも採用が難しくなっていること

から、最近では海外に人材を求める企業も増えてきました。この傾向は今後も強まっていくものと予想します。 

 

５．審議 

 ・改定の必要性はあるが、慎重に審議する必要がある。 

 

 



 



使 用 者 側 

｢岡山県 耐火物産業｣最低賃金についての意見要旨 

 労働者団体から「岡山県耐火物産業」最低賃金改正の申出がなされておりますので、これに対する貴団体（事業所）の 
意見及び当該産業の実態等をお聞かせください。 

 
１． 貴団体あるいは事業所の名称等 

○ 名 称            ○ 意見発表者 役職 氏名 
耐火物協会 中国四国支部     役職 窯炉製造事業部備前業務グループ長 総務グループ兼務 人事部兼務 
黒崎播磨株式会社 備前工場     氏名 高木 聡 

 
２． 賃金の動向 

■当業界の令和 7（2025）年度の賃上げは、定昇＋若干の賃上げがあった企業が多かったようで、一部の企業では 

大幅な賃上げの企業もありました。ただ、企業間格差があります。 

■一時金については、一部企業では増加となったものの、横ばいとなった企業もあり、企業間格差も拡大方向です。 

 

３．上記産業別最低賃金が適用される業種の経済情勢及び今後の見通し 

(1)当業界の最大の需要先である鉄鋼業界においては、R6（2024）年度国内粗鋼生産量が前年比約 3.4%減の 8,400 万 

トンとなり、3 年連続の減少の実績となりました。 

(2)一方、耐火物業界においては、粗鋼生産量が減少となった影響により、R6（2024）年度国内耐火物生産量が前年比 

約 7％減の 79.4 万トンと減少の結果でした。 

(3)本年度第１四半期の鉄鋼業界の国内粗鋼生産量は､前年同期比 5.1％減の 2,015 万トンとなり､4 期連続で､2,100 万トン

を下回っています。 

(4)耐火物の本年度第１四半期の国内生産量は 196 千 t であり、前年同期(204 千 t)比で約 8％減の減少の状況です。 

 (5)経済情勢は、緩やかに持ち直しているものの、先行きは米国の政策について、不透明性が大きく、内需を中心に底堅い

成長が続くと予想されます。耐火物業界は、鉄鋼業界において、国内需要は自動車向けの鉄鋼需要が認証不正問題の影

響で減少、建設向けも人手不足により減っており、海外向けも中国の過剰生産のあおりで減っています。このような厳

しい環境の中、原料・エネルギー価格等のコスト負担等により、各社とも厳しい状況となっています。 

(6)更に毎回申し上げておりますが、国内耐火物生産量は、H29(2017)年度に一旦何とか下げ止まったものの、 

長期的には減少傾向が続いています。 

その要因については主に 

① 耐火物の主需要先鉄鋼用使用原単位（粗鋼１㌧当たりの使用量）が、品質向上や使用者側の工夫と鉄鋼メーカー 

との連携強化による最適な耐火物の製造・供給等により、年々低下していること。 

② 海外(特に中国)からの輸入品が増加しており、国内でも引続き使用されていること。 

の 2点が挙げられ、この状況は現在も続いています。 

 (7)また、耐火物製造業の特定最低賃金は全国でも岡山県のみに存在し、岡山県内の企業・工場が適用を受けること 

から、最低賃金で比較した場合に、岡山県耐火物製造業の特定最低賃金が地域別最低賃金より大幅に高い状況で 

あれば、国内だけで比較しても他道府県にも工場があるケースでは同一企業内でアンバランスが生じること、他 

道府県に工場を持つ企業とのコスト競争力面で不利な状況が発生する危険性があることの懸念を含みます。 

よって、各企業での賃上げベースを超えた、近年の耐火物製造業の特定最低賃金の過度に急速な賃上げの今後の 

継続には慎重にならざるを得ない状況があり、適切な対応が望まれます。 

 

４．その他の特記事項（雇用情勢等） 
(1)日本は 2010 年から総人口が減少に転じており、少子高齢化に起因する労働力供給制約や経済社会活動に伴う人手不足

が顕著した状況にありますが、耐火物業界では上述の生産量減少にともない、従業員数も減少傾向、労働力確保は必要

なものの新規採用も難しい状況です。 
(2)耐火物の最大需要先である鉄鋼業界の世界粗鋼生産は、2024（令和 6）年度で 1,884 百万トンと前年比ほぼ横ばいとな

り、世界 2位のインドでインフラ向けの鋼材販売が好調だった。国別では、引き続き世界粗鋼生産の約 53％=1,050 百万

トンが中国で生産され、日本の 12 倍強の規模となっています。 
(3)海外での粗鋼生産は、インドで、0.149 百万トンと前年比 6.2％増加してきております。それに比べ、国内での粗鋼生産

の大幅な増加は望めない状況となっています。日本国内の粗鋼生産量は、世界粗鋼生産量の 4.5%のみと比率の低下とな

っています。 
(4)従って耐火物も国内需要増加は見込めない中、為替の変動影響を受けながらも、国内製品の輸出は既に少ない比率と 

なっており、国内生産の主原料を中国から輸入するため原料価格急騰の影響が大きく、引き続き国内外において 
海外耐火物メーカー製品との価格競争が激化の状況が続いているため、環境は厳しさを増しております。 

                                                    以上 

 
 


